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平成22年度
補正予算

　

繰
越
明
許
費
の
状
況
説
明

と
財
務
の
許
可
は
。

　

繰
越
事
業
は
35
事
業
で

８
億
３
９
０
４
万
円
で
あ
り
、

予
算
に
対
比
す
る
と
３
・
88
％

と
な
る
。
単
独
事
業
は
国
の
許

可
は
要
ら
な
い
が
、
補
助
等
の

事
業
は
３
月
に
許
可
を
と
っ
て

い
く
予
定
で
あ
る
。

　

園
部
国
際
交
流
会
館
の
指

定
管
理
者
の
指
定
は
。

　

内
容
や
設
置
目
的
、
施
設

の
性
格
な
ど
を
考
慮
し
、
ま

た
、
放
送
番
組
等
の
関
係
も

あ
る
が
公
募
し
た
。
そ
の
結

果
、
指
定
管
理
者
と
し
て
財

団
法
人
南
丹
市
園
部
国
際
学

園
都
市
セ
ン
タ
ー
を
指
定
し

た
い
。
指
定
管
理
料
と
し
て

１
８
９
１
万
９
０
０
０
円
を
予

算
計
上
し
て
い
る
。

　

パ
イ
プ
ハ
ウ
ス
の
雪
害
対

策
は
。

　

２
月
４
日
現
在
で
事
業
内

容
を
締
め
切
り
、
JA
、
農
家
等

に
状
況
を
確
認
し
た
。
被
害
に

あ
っ
た
農
家
戸
数
は
、
美
山
４

戸
、
日
吉
６
戸
、
八
木
２
戸
。

府
が
２
分
の
１
を
補
助
す
る

が
、
被
覆
ビ
ニ
ー
ル
は
対
象

外
。
営
農
は
継
続
す
る
が
、
パ

イ
プ
ハ
ウ
ス
ま
で
復
旧
で
き
な

い
農
家
に
対
す
る
撤
去
費
用
は

平
米
あ
た
り
３
０
０
円
で
対

応
。

　

八
木
環
状
線
の
土
地
購
入

の
場
所
は
。

　

南
丹
病
院
の
第
２
病
棟

側
、
八
木
東
イ
ン
タ
ー
手
前
か

ら
の
進
入
路
の
街
路
事
業
の
土

地
購
入
で
あ
り
、
延
長
６
０
３

ｍ
、
幅
員
16
ｍ
。

　

国
道
４
７
７
号
バ
イ
パ
ス

工
事
の
進
ち
ょ
く
は
。

　

２
月
初
め
に
関
係
者
と
の

契
約
が
進
ん
だ
。
23
年
度
末
に

は
一
定
の
め
ど
が
立
つ
よ
う
府

に
努
力
し
て
も
ら
っ
て
い
る
。

　

国
民
健
康
保
険
の
短
期
証

の
発
行
数
は
。

　

１
月
１
日
現
在
で
３
３
０

世
帯
で
あ
る
が
、
そ
の
う
ち
74

世
帯
に
交
付
で
き
て
い
な
い
。

未
交
付
が
長
期
に
わ
た
る
の
は

好
ま
し
い
状
態
で
な
い
の
で
、

電
話
や
訪
問
な
ど
で
解
決
し
た

い
。

　

美
山
林
健
セ
ン
タ
ー
の
患

者
数
が
減
っ
た
理
由
は
。

　

受
診
者
は
19
年
度
で
延

１
０
２
５
人
で
あ
っ
た
が
、
今

年
度
は
延
９
１
０
人
に
減
少
し

て
い
る
。
地
域
全
体
の
高
齢
化

が
原
因
で
あ
る
と
感
じ
て
い

る
。

　

公
立
南
丹
病
院
の
保
育
所

の
実
態
は
。

　

看
護
師
・
介
護
職
員
の
確

保
を
目
的
に
設
置
。
現
在
入
所

を
募
集
し
て
お
り
、
春
か
ら
開

設
さ
れ
る
と
聞
い
て
い
る
。

　

特
定
高
齢
者
把
握
事
業
の

委
託
料
減
額
の
理
由
は
。

　

特
定
高
齢
者
を
把
握
す
る

た
め
の
問
診
な
ど
を
行
う
事
業

で
、
５
０
０
人
で
予
算
化
し
た

が
、
実
績
は
３
３
２
人
で
あ
っ

た
。

議会費………………………………

総務費……………………………

民生費…………………………………

衛生費……………………………

労働費…………………………………

農林水産業費……………………

商工費…………………………………

土木費……………………………

消防費…………………………………

教育費………………………………

災害復旧費……………………………

３８７万円減額

３億６３０万円追加

１５０万円追加

２，４５６万円減額

86万円減額

６，０１０万円減額

４９万円減額

４，４４５万円減額

７６２万円減額

１，３２７万円減額

６５６万円追加

歳出の概要歳入の概要
１億３，４３６万円追加

７７８万円追加
１，８０６万円追加

64万円減額
157万円減額
６７７万円追加

２，８６５万円追加
140万円追加
９０万円追加

１，８５９万円追加
３，１３９万円追加
８，６６０万円減額

市税……………………………
地方特例交付金………………………
地方交付税…………………………
分担金及び負担金……………………
使用料及び手数料…………………
国庫支出金…………………………
府支出金…………………………
財産収入……………………………
寄附金…………………………………
繰入金……………………………
諸収入……………………………
市債………………………………

会　　計　　名 補正前の額 補正額 補正後の額

特
別
会
計

国民健康保険事業 35億263万円 ７８５万円 35億1,049万円
老人保健事業 2,918万円 △６２０万円 2,298万円
介護保険事業 30億4,261万円 ５,８０２万円 31億63万円
市営バス運行事業 4,607万円 増減なし 4,607万円
簡易水道事業 7億3,974万円 △３,１４３万円 7億830万円
下水道事業 28億5,588万円 △３,９６４万円 28億1,624万円
土地取得事業 3億3,469万円 △４,９５２万円 2億8,516万円
上 水 道 事 業 6億9,293万円 △5,346万円 6億3,947万円

1億5,911万円を追加　予算総額215億7,112万円に

総額1億1,438万円を減額　予算総額115億6,263万円に

（注）金額は千円以下切り捨てで万円止め。そのため合計と一致しないことがあります。

（注）金額は千円以下切り捨てで万円止め。そのため合計と一致しないことがあります。

平成22年度  一般会計補正予算（第5号）

平成22年度  特別会計補正予算

　

陳
情
書
の
受
理

　

直
谷
五
番
地
の
跡
地
利
用
を

グ
ラ
ン
ド
と
し
て
活
用
で
き
る

こ
と
を
求
め
る
陳
情

　
　

熊
崎
区区

長　

大
下　

英
世

　

要
望
書
の
受
理

　

商
工
会
に
対
す
る
財
政
援
助

の
強
化
に
関
す
る
要
望

　
　

京
都
府
商
工
会
連
合
会

会
長　

沖
田　

康
彦

　
　

南
丹
市
商
工
会

会
長　

武
田　

晏
和

条

例

改

正

今
回
の
補
正
は
、
交
付

金
等
の
確
定
、
事
業
費
の
確

定
な
ど
に
よ
る
減
額
補
正
が

多
い
中
、
道
路
整
備
で
遅
れ

て
い
る
八
木
環
状
線
の
予
算

化
を
は
じ
め
、
起
債
の
繰
上

償
還
の
財
源
を
目
的
と
す
る

基
金
の
積
立
な
ど
、
財
政
の

健
全
化
を
目
指
す
予
算
措
置

は
評
価
で
き
る
。

し
か
し
、
長
引
く
不
況

で
冷
え
込
ん
で
い
る
本
市
の

経
済
を
考
え
る
と
き
に
、
繰

越
明
許
費
と
し
て
多
額
の
事

業
が
越
年
す
る
こ
と
は
、
時

世
を
考
え
た
措
置
と
は
言
え

な
い
。

経
済
対
策
で
は
、
地
域

経
済
の
活
性
化
に
つ
な
が
る

事
業
発
注
な
ど
、
効
果
の
あ

る
経
済
対
策
、
総
合
計
画
の

達
成
に
向
け
た
施
策
の
整
合

性
な
ど
を
、
指
摘
し
て
賛
成

の
討
論
と
す
る
。

人
事
案
件

◆
教
育
委
員
会
委
員

吉
田
　
紀
子

（
日
吉
町
殿
田
）　

◆
人
権
擁
護
委
員
候
補
者

山
口
　
伸
子

（
八
木
町
室
河
原
）

吉
田
美
津
子

（
日
吉
町
志
和
賀
）

市議会だより『なんたん』／第21号 6市議会だより『なんたん』／第21号7

総
務
常
任
委
員
会

産
業
建
設
常
任
委
員
会

厚
生
常
任
委
員
会

条例改正〈主なもの〉

松尾 武治 議員

賛成討論（要旨）
平成22年度　一般会計補正予算

３月定例会において、条例の制定及び一部改正11議
案と議員提出１議案などが提出され、審議の上、いず
れも可決しました。
◆組織条例の一部を改正する条例の施行に伴う関係条例の整理
　組織再編に伴う関係条例の整理
◆公の施設の設置及び管理に関する条例の一部改正
　移動通信用施設及び都市公園の新設等
◆特別職員の給与に関する条例の一部改正・南丹市教
　育委員会教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件
　に関する条例の一部改正
　「特別職報酬等審議会」の答申に基づく、市長、副
　市長及び教育長の給与月額の改定
◆社会体育施設条例の一部改正
　長谷運動広場内にオートキャンプ場を整備したこと
　に伴う利用規定
◆公の施設の指定管理者の指定
　（地域情報ネットワーク施設・国際交流会館）
　「財団法人　南丹市園部国際学園都市センター」を
　指定管理者に指定するもの

◆議会委員会条例の一部改正
　市の組織再編に伴う常任委員会所管部局の変更

議員提出議案




